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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、エルサルバドル国政府からの技術協力の要請に基づき、平成 18

年 7 月 3 日から平成 18 年 7 月 23 日まで当機構農村開発部調査役森高志を団長とする調査団を派

遣し、「エルサルバドル貝類増養殖開発計画」に係る中間評価調査を行いました。 

同調査団は、本プロジェクトの中間時点で成果の達成状況を確認すると共に、事業実施上の問

題点と課題を明らかにしプロジェクト後半の活動に向けた提言を行うことを主たる目的として調

査を実施しました。本報告書は当該調査の結果をまとめたものです。 

この報告書が、本協力の成果発現に向けた取り組みに役立つと共に、エルサルバドル国の開発、

並びに両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待いたします。 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を

表します。 

 

平成１８年９月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 松田 教男 
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•

ピラジータ
種苗生産施設

（赤貝種苗生産）

赤貝採集コミュニティ（６） イワガキ採集コミュニティ（１）

首都⇒トリウンフォ支局（車で約2 . 5時間）

トリウンフォ支局⇒ピラジータ（船で45分）

トリウンフォ支局⇒ラウニオン（車で約2時間）

トリウンフォ支局
（マガキ種苗生産）赤貝・マガキ養殖への転換・多角化

収入源の多角化

イワガキ漁場造成による資源増殖

生計向上モデルの提案へ



　赤貝人工種苗生産（ピラジータ種苗生産施設）
←付着試験の様子（カキ殻、ヤシの繊維、
リボン、ネトロンネット等で比較実験中）

↓産卵誘発（干出）

←母貝（クリル、カスコデブーロ）

　　ヒキリスコ湾を進みコミュニティへ

桟橋から船で・・

マングローブを抜ける

Puerto Ramirez 家の風景



　赤貝の養殖試験（コミュニティでの養殖モデル事業）

例1：Puerto Ramirez（約100世帯、平均家計月収100-200$、赤貝採集が収入の7割占める）

漁民組織化（法人化）を実現（構成員14名）

赤貝養殖モデル事業 100㎡×12区画

流通販売事業
バスで首都に売りに行く。
週一回、女性２名交代で。
仲買人との軋轢が問題。

クリル養殖

　赤貝の養殖試験（コミュニティでの養殖モデル事業）
例2：El Tular カスコデブーロの養殖、販売

漁民組織化を支援中（構成員15→7名）

収入多角化事業

観光客に販売

赤貝養殖モデル事業

浜茶屋経営

1200㎡の区画
10800個を養殖中

協力隊員
(村落開発）

１２個４ドルで販売。
週8-9人の観光客。
週50-70ダース出荷可。
販売が課題。

週50-100ドルの売上
売上資金はグループで再投資



　赤貝の販売
（ウスルタン市場）

↑市場の様子

＊クリル　60個（1かご）　３ドル
＊カスコデブーロ　60個　５ドル

赤貝やカニを売る様子→

　資源管理意識の醸成

⇒養殖モデル事業を通じた資源管理意識向上の活動は、今後本格化

◆学校での環境教育活動 ・学校での環境教育教材の活用実績
が多数確認できた。

・水産開発局は、対象となる学校、
及び、必要に応じて教育省や
ウスルタン県教育事務所等と協議し、
プロジェクトが作成した環境教材の
継続的な活用を促進することとする。　

水産開発局
コーディネーター

県教育事務所学校

協力隊員
（村落開発）

社会開発部
C/P

ローカルコ
ンサルタント



Playa Blancas（コミュニティ）

・イワガキ漁　（月に10日）
・一回の漁で２～３ダースを採集
・イワガキ：　４ドル/ダース
・イワガキ漁は男性中心
・女性は近い町の水産加工工場で働く場合もある。
・農地を持っている人はほとんどいない。

ラウニオン沿岸域

イワガキ漁場造成事業

イワガキ魚礁



カゴ養殖
（15日に１回掃除）

竹とドラム缶
で作ったイカダ

漁民グループのメンバーが
監視小屋を建て、交代で見張り

マガキ養殖試験
（コミュニティの養殖モデル事業）

ピラジータ種苗生産施設の状況

建物外の水槽

ピラジータ種苗生産施設外観

餌料培養室



 

 

評価調査結果要約表 

１.案件の概要 

国名：エルサルバドル 案件名：貝類増養殖開発計画 

分野：水産開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署: 

農村開発部第 2G 畑作地帯第一 T 

協力金額（評価時点）： 

 1.3 億円（3年間の計画総額は 3.5 億円） 

(R/D): 2004 年 12 月 20 日 先方関係機関： 農牧省水産開発局 

(延長): 日本側協力機関： 

(F/U) : 他の関連協力： 

 

 

協力期間 

(E/N)（無償）   

１-１ 協力の背景と概要 

エルサルバドル国（以下エ国）の東部地域は、国内でも、世帯収入や識字率が低く、基

礎的社会インフラも他地域に比べ未整備であり、社会経済開発が遅れている状況にある。

その中でも、沿岸部漁村では、内戦によって流入した国内避難民等が零細漁業である貝採

集業に新たに参入したことから、二枚貝資源が急速に減少し、貝採集に従事する零細漁民

の所得の減少や、女性や児童の労働時間増大等の問題を引き起こしている。 

これを受け、エルサルバドル政府は、東部地域の沿岸部を対象とし、貝類増養殖技術の

確立、漁民の資源管理意識の啓発などを通じて、零細漁民の生計の安定と向上を図ること

を目的とする技術協力プロジェクトを日本に要請した。これを受け、日本政府はエルサル

バドル国に対し、東部地域の沿岸部零細漁民の生計向上を目的とし、貝類増養殖技術開発・

普及、収入多角化支援、資源管理意識の向上に係るプロジェクトを開始することとなった。

 

１-２協力内容 

（１）上位目標 

ヒキリスコ湾及びラ・ウニオン県の沿岸地域に、貝類増養殖を中心とする生計向上モデ

ルが普及される。 

（２）プロジェクト目標 

適正な資源管理に基づいた貝類増養殖を中心とする生計向上モデルが提案される。 

（３）成果 

1.水産開発局トリウンフォ支局で、貝類種苗生産技術が確立される。 

2.試験海域で、漁民に普及しうる貝類養殖技術が確立される。 

3.海面及び沿岸域の資源の持続的利用及び漁場環境保全に関する、モデル地域住民の意

識が向上する。 

4.モデルプロジェクトにおいて、貝類増養殖を中心とした生計向上のための改善策が抽

出される。 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣    3 名  機材供与       約 430 万円 

短期専門家派遣   19 名   ローカルコスト負担   378 万円 

研修員受入      3 名  



 

 

相手国側： 

カウンターパート配置 13 名   

土地・施設提供 専門家執務室、ドミトリー、種苗生産施設 

ローカルコスト負担 現地通貨 97,777US ドル 

 

２.評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名    職位） 

総   括：森高志    JICA 農村開発部 調査役 

貝類増養殖：赤繁悟  広島県立水産海洋技術センターかき研究部 部長 

（国内支援委員） 

評価分析：大久保泰江 JICA 農村開発部第二 G畑作地帯第一 Tジュニア専門員 

計画評価：西直子     JICA 農村開発部第二 G畑作地帯第一 T 職員 

 

調査期間  2006 年 7 月 3 日～2006 年 7 月 21 日 評価種類：中間評価 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

中間評価実施時までの活動進捗状況は概ね良好である。漁民グループの共同意識の定着

や漁民への普及の基盤づくりは進んでいる状況にある。一方で、本プロジェクトの中心と

なる貝類増養殖技術の分野については、着実に技術開発試験は前進しているものの、種苗

の大量生産による養殖事業への展開に至るまでには、いくつかの課題があり、現時点での

成果の達成見込みが明確ではない状況である。これらの課題が解決され、赤貝又はマガキ

の増養殖技術が確立すれば、本プロジェクトが目標とする、貝採集から養殖への転換によ

る漁民の生計向上が達成できると見込まれる。 

各成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

成果 1及び成果 2で表される赤貝、マガキ、イワガキの増養殖技術の確立に係る成果は、

活動の進捗が見られるものの、技術開発上の課題は多い。 

赤貝の人工種苗生産技術及び養殖技術の確立については、課題と対応策が整理されてお

り、また、既に漁民グループによる養殖事業の実施と販売までを行っている。課題である

付着技術の確立ができれば、成果が達成される見込みはあると考えられる。 

マガキ増養殖の人工種苗生産技術及び養殖技術の確立については、長期専門家の派遣の

大幅な遅れや、環境省によるマガキ導入許可証発行の遅れなど複数の満たされない前提条

件による影響を受けたことを勘案すれば、現時点での活動進捗状況は妥当である。しかし、

中間育成及び養殖管理手法の確立には課題が多い。当初想定されたよりも熱帯水域におけ

るマガキの増養殖技術の確立が難しいと考えられること、並びに、現時点でプロジェクト

目標の達成に寄与する見通しがより高い赤貝の増養殖技術の確立に注力することが妥当と

考えられることから、マガキに関する指標の変更が必要と考えられる。 

イワガキ漁場造成に関しては、成果達成状況は良好である。一方、これまでには 1 箇所

の試験のみ実施しており、今後、漁民主体による漁場造成事業を行うことが課題となる。

 

成果 3 の資源の持続的利用に関する住民の意識向上に関し、学校での環境教育について



 

 

は、教材が作成され、また、これまでに複数の学校で教材を活用した授業が行われている。

また、既に生徒の環境に対する関心や意識に向上の兆しが現れている。漁民を対象にした

資源管理意識の向上については、住民の意識向上について理解度の測定を行っていく必要

があるが、住民インタビューでは一部住民の意識変化が確認されており、成果達成の見通

しは高いと判断される。 

 

成果 4 の生計向上の改善策検討に係る指標は現時点では達成されていないが、既に 8 グ

ループの漁民組織が形成されたことや、うち 5 グループが C/P からの指導の下に養殖を実

施し、利益を得ていること、また、収入多角化事業においての生計向上活動が一部開始さ

れていることからも、プロジェクト終了時の成果 4 の達成見込みは高いと考えられる。一

方、貝類養殖以外の収入多角化事業については、今後、本格的に実施される段階であり、

自立発展的な事業モデルとなるかについては、現時点では判断できない。また、成果 4 達

成のためには、今後、生計向上モデルとして改善策を抽出していくプロセスや方法につい

てのビジョンの構築と共有が図られる必要がある。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本件のプロジェクトデザインはエ国の状況に対しては必ずしも適切ではないと思われる

が、以下の理由から政策面での妥当性は高いと言える。 

1)エルサルバドル国家政策との整合性 

本プロジェクトはエルサルバドル漁村部の最貧困層に属する小規模漁民を対象に、彼

らが実際に活用できる技術を普及するものであり、貧困層の多い地方の開発を重視する

現政権の政策との整合性は高い。現政権下における農牧省（MAG）の戦略目標は、農村経

済の成長と貧困削減である。最貧困地域である東部沿岸の零細漁民を協力対象とした本

プロジェクトは、同目標と合致する。2000 年 11 月にエ国政府が策定した地域別国家計画

では、東部地域を優先開発地域に指定している。新サカ政権下においては、同計画に基

づく具体的な施策を推進するため、東部地域経済開発マスタープラン（MP6）を策定して

おり、本プロジェクトを、道路整備事業、農業開発、環境・観光開発などと並び重要な

案件として位置づけようとしている。 

 

2)日本の対エルサルバドル援助政策 

わが国は、2004 年にエ国と経済協力政策協議を実施し、社会開発を含む 4 分野を援助

重点分野とすることに合意した。本プロジェクトは、援助重点分野「経済の活性化と雇

用拡大」の協力として位置づけられるものである。JICA のエ国国別事業実施計画におい

て、地方振興を開発課題としており、本プロジェクトは「東部地域開発プログラム」に

位置づけられる。 

 

3)プロジェクト活動対象地域住民のニーズとの整合性 

エルサルバドル国東部地域は国内でも貧困度合いが高く、地域人口の約 1割を占める

零細漁民は最貧困層に位置づけられている。本プロジェクトは貝類資源の増大により、

これら零細漁民及び養殖者の収入の安定化を図ることを目的としている。更に、貝以外



 

 

の生産活動を取り入れることで、収入の安定化に向けた包括的なアプローチを採用して

いることを考慮すると、貧困漁民の貝類資源への過度の依存を緩和し、中・長期的に貧

困状態からの脱却を促す方策となっており、住民のニーズに合致した協力であると言え

る。また、児童による赤貝採集は長時間の危険な労働として、国内外で社会問題として

認識されていることからも、社会的弱者に配慮した協力として位置づけられる。 

 

4)プロジェクトデザインの妥当性 

  水産開発局が主体となる増養殖技術の確立、住民の資源管理意識の向上、並びに、住

民による貝類養殖事業や収入多角化事業の実践により、生計向上モデルを構築するとい

うデザインは妥当であるが、技術確立と普及事業を同時並行で行う結果となっており、

挑戦的な計画となっている。また、貝類養殖技術の移転に関しては、わが国の技術・経

験をもって活動できるという認識を基にプロジェクトがデザインされたが、熱帯水域で

あるエルサルバドル国におけるこれら技術の適用は、必ずしも容易ではないことがプロ

ジェクト開始後に確認されている。 

 

（２）有効性 

中間評価実施時までの活動進捗状況は概ね良好である。漁民のモデルグループ化や漁民

への普及の基盤づくりは進んでいる状況にある。一方で、本プロジェクトの中心となる貝

類増養殖技術の分野については、着実に技術開発試験は前進しているものの、種苗の大量

生産による養殖事業への展開に至るまでには、いくつかの課題があり、現時点での成果の

達成見込みが明確ではない状況である。これらの課題が解決され、赤貝又はマガキの増養

殖技術が確立すれば、本プロジェクトが目標とする、貝採集から養殖への転換による漁民

の生計向上が達成できると見込まれる。 

 

（３）効率性 

本件の効率性は、以下の理由から妥当と判断される。 

1)専門家 

専門家、C/P へのアンケートとインタビューによると、専門家の数、意欲については適

切であり、ほとんどの専門家の専門性については高いと評価された。貝類増養殖長期専

門家については派遣が 1 年強遅れたが、数次にわたる短期専門家の派遣で補っている。

タイミングについては、プロジェクト期間が 3 年間と短く、早期に技術確立を果たす必

要があったことから、1～2 年度に集中的に短期専門家派遣が行われた。その結果、同時

期に複数の専門家を受入れざるを得ず、結果的に短期専門家が充分に活動できなかった

り、C/P に過重労働を課すことにもなった。 

 

2)供与資機材 

専門家と C/P へのインタビューによると、現在までのところ投入された資機材の量、

質、種類は適切であった。一方で、エルサルバドル国では、ほとんどの養殖用資機材の

国内調達が不可能である。コストや自立発展性の観点から、第 3 国調達の可能性を探っ

ている間に適切な調達時期を逃してしまうことが散見された。中間評価実施時、フェー

ズ 2 で供与された機材の維持管理、活用状況は良好である（供与機材の維持管理、活用



 

 

状況については添付資料 5-3 を参照）。 

 

3)ローカルコスト 

  ローカルコスト投入のタイミングは適切と判断されるが、金額については他プロジェ

クトと比較すると多額であり、特に人件費が多くなっている。また、プロジェクト 1 年

目のみ日本側負担とされている作業員の人件費や、基本的にエ国側負担となる消耗品等

の経費を日本側が負担している。 

 

4)カウンターパートの配置 

中間評価実施時までに計 13 名の C/P が配置された。（C/P 配置の実績については添付資

料 5-2 を参照）プロジェクト開始後、現在に至るまでカウンターパート 2 名が退職し、

プロジェクト開始時から継続して配置されている C/P は 1 名のみとなった。適切なタイ

ミングで新たに 2名のカウンターパートが配置されたため、C/P 数は維持されているもの

の、C/P の交代による活動の効率性への影響が確認される。また、活動が広範囲に及ぶた

めに C/P の労働負担が多いとの声も聞かれ、今後モデルコミュニティでの活動が本格化

するにつれ、人数が更に不足することが予想される。 

 

5)施設・設備 

CPT ラボ、執務室等の維持管理費は、エ国側により滞りなく支払われている。トリウン

フォ支局の種苗生産施設はプロジェクトの発展に応じて転用されたものであり、種苗生

産施設として不適当である。また、老朽化も確認されている。 

 

（４）インパクト 

本案件の実施によるインパクトは以下のとおりである。 

1)上位目標の達成予測 

本案件のインパクトについて、現時点では、赤貝、マガキの人工種苗の量産技術が確

立されておらず、自立発展性の確保は今後の取り組みにかかっている。そのため、現時

点では、広範囲での漁民への普及という上位目標達成の見通しが立たない。現時点では、

水産開発局が主体となりモデルの普及を行う体制が整えられていない。一方で、漁民間

ネットワークは形成から実際に機能するまでに長い時間を要する。従って、上位目標達

成のためには、プロジェクト終了後 3～5年以内にモデル利用者を倍増させ、行政が普及

計画を策定し、漁民への支援を行う必要がある。   

 

2)政策面のインパクト  

漁民グループの収入多角化事業としてモデルコミュニティ El Tular が行っている浜茶

屋経営に対し、農牧大臣、次官が高い関心を寄せ、大統領視察計画が持ち上がっており、

零細漁民支援における政治的イニシアティブに繋がる可能性もある。  

 

3)技術面のインパクト 

赤貝（クリル、カスコ・デ・ブーロ）の産卵誘発と人工種苗生産の成功は、エルサル

バドル初の快挙であり、CCCNPESCA、大学関係者の高い評価を得ており学会誌への投稿が



 

 

予定されている。イワガキ漁場造成事業ではイワガキの付着のみならず、ロブスターや

魚の集魚効果が認められた。イワガキ採集者グループから漁場造成の要請が出てきてい

る。また大学でのセミナーの開催が要請されるなど大学関係者の関心を集めている。 

 

4)社会・経済面のインパクト 

国家機関の支援に対する漁民達の信頼は一般的に低く、実際に本プロジェクトの活動

においても多少の困難が見受けられている。しかしながら、プロジェクト活動が進捗し、

活動の情報が住民側に広く周知されるにつれて、住民との関係が改善したことが C/P か

ら報告されている。また、利益の享受を目指して住民が協同組合化する動きがあり、意

欲の高まりが見られる一方で、一部に貝の成長の遅さからモチベーションの低下が見ら

れるグループも確認されている。他にも、児童の労働時間の減少、貝類採集者の労働軽

減による健康状態の改善が、プラスのインパクトとして確認された。また、裨益人口規

模の観点から見ると、東部沿岸地域の零細漁民人口は同地域人口の約 1 割であることか

ら、今後の地域におけるインパクトは大きいと想定される。また、東部のみならず、他

の沿岸地域へのモデル普及がなされれば、都市部と農漁村部の貧富格差の縮小に貢献す

ることが見込まれる。 

 

（５）自立発展性 

1)組織面の自立発展性  

技術 C/P の配置は適切に行われており、C/P の意欲と使命感も強い。増養殖試験事業を

継続的に行うためには、水産開発局が作業員の傭上を継続することが必要である。漁民

への生計向上モデルの普及の自立発展性を確保するためには、まず「生計向上モデル」

を構築し、担当部局を決定する必要がある。その上で、担当部局は普及計画を策定し、

NGO 等との連携も含めた普及活動や零細漁業振興基金の活用を図ると同時に、コミュニテ

ィレベルでは漁民間の普及ネットワークを形成し、モデルの普及体制を強化していく必

要がある。また、他関係機関との連携は、収入多角化事業の実施や学校での環境教育の

推進に不可欠である。これまで協力関係の構築に取り組まれているが、自立発展性確保

のためには、各機関の役割と関係性明確にした上で、具体的な活動に共に取り組むこと

が求められる。支局の事務支援や施設管理は本部が担っており、現場での意思決定権が

制限されているため、迅速な資機材調達や活動実施に支障を来たしている。水産開発局

内でのマネジメントの改善が望まれる。 

 

2)政策面の自立発展性  

現政権の国家計画（2004 年－2009 年）の下、エ国農牧省の方針として、前政権下から

一貫して農漁村部の貧困削減が挙げられており、零細漁民支援政策の一環として零細漁

業基金の運用が継続されている。また、東部地域開発の中でも、農牧水産部門の活性化

が重要視されている。このため、農牧省としての政策面の持続性は見込まれることから

も、政策面での自立発展性は高いと言える。 

一方で、今後の環境省の政策は、政策面の自立発展性に重大な影響を与え得る点には

注意が必要である。同省が 2005 年 4 月に施行した海面利用法は、小規模な養殖事業の普

及展開を否とするものではないが、養殖普及への理解が必要である。また、外来種であ



 

 

るマガキ導入に関し、当面の試験事業に限った許可しか発行しておらず、環境影響評価

に基づき、養殖普及可否に係る方針を確認する必要がある。 

教育省による教科書承認等の協力が確保されれば、より自立発展性は高まるが、対象

となる学校では環境教育への関心が高まっている状況にあり、学校と水産開発局の協力

関係が維持・強化されれば、一定の自立発展性は確保されると見込まれる。 

 

3)技術面の自立発展性  

C/P はこれまでに確立した増養殖技術については、自力で実施できるレベルに達してい

る。一方、種苗生産施設の維持管理技術については、今後、確かなものにしていくこと

が必要である。貝類養殖技術の自立発展性を確保するためには、漁民に普及可能な簡便

かつコストの低い技術とする必要がある。今後プロジェクトで採算性の検証を行う必要

があるため、現時点での自立発展性の判断は難しい。 

 

4)財政面の自立発展性 

水産開発局の本プロジェクトの予算財源は、国家通常予算及び特別活動資金である。

特に特別活動資金については、不十分かつ不安定であるため、資金不足が懸念されてい

る。このため、活動継続に必要な作業員や施設維持管理要員の傭上費や燃料費等の経常

経費の確保が十分になされていない。また、資機材購入やメンテナンスに係る予算充当

も不足している。このことから、現時点で財政面の自立発展性には問題があると思われ

る。このため、種苗の量産技術が確立されれば、種苗販売利益により、活動経費を一部

補填できる方策を講じておくなど、活動継続に係る予算確保の努力が求められる。漁民

による養殖事業や収入多角化事業の実施には、零細漁業基金や援助団体資金等へのアク

セスを確保する仕組みが必要である。今後、養殖モデル事業の実施を通じ、それら基金

への申請経験を積むことが、自立発展性確保のためには重要となる。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）実施プロセスに関すること 

専門家、C/P へのインタビューによると、ほとんどの C/P は参加意欲が高く、常に日本人

専門家と活動しており、両者の間には協調的な関係が築かれているとのことであった。他

にも、各部門や個人の活動報告書を作成する、ホワイトボードに各部門の予定を書き込む

などしてメンバー間の活動内容の把握や、密なコミュニケーションを取る努力をしている。

充分なコミュニケーションが効果発現に貢献していると言える。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

貝類養殖技術の移転に関しては、わが国の技術・経験をもって活動できるという認識を

基にプロジェクトがデザインされたが、熱帯水域であるエルサルバドル国におけるこれら

技術の適用は、必ずしも容易ではないことがプロジェクト開始後に確認されている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

エ国農牧省の中央集権的な管理運営プロセスが現場での意思決定権を制限されているた



 

 

め、プロジェクトの円滑な実施に支障を来たした。 

 

３-５ 結論 

中間評価実施時に至るまで、専門家派遣の遅れやマガキ導入許可証発行の遅延など、プ

ロジェクト活動の進捗を阻害する要因はあったものの、総じてプロジェクトの進捗状況は

良好であると言える。しかしながら、プロジェクト目標、上位目標の達成には課題が残さ

れており、特に自立発展性を考慮した明確かつ効率的な出口戦略が必要である。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 プロジェクト終了時に向け、水産開発局（プロジェクト）が取り組むべき事項として提

言した事項のうち、主なものは以下のとおり。 

（１）マガキ増養殖技術開発の目標レベルの見直し 

プロジェクトの進捗及び技術開発の困難性を考慮し、マガキ増養殖開発に係る指標を見

直すこととする。 

 

（２）赤貝天然採苗試験の中止 

赤貝の種苗生産に関しては、付着技術の確立が優先されるべき課題である。これまでの

試験結果では、付着技術が確立されておらず天然採苗による大量種苗確保ができていない。

このため、本プロジェクトにおける天然採苗試験は中止することとし、付着・中間育成・

生残率向上技術の確立に注力する。 

 

（３）赤貝の人工種苗生産技術の確立 

赤貝の人工種苗生産においては、効率的で安定した種苗生産技術を確立する必要がある。

 

（４）プロジェクト後半における貝類養殖以外の収入多角化事業の実施計画 

赤貝漁民コミュニティに対する支援について、収入多角化事業を自立発展的なものと

するため、住民の経済力、保有資源、能力及び活用しうる外部支援等を踏まえた事業内

容とすることが重要である。 

 

（５）イワガキ漁民コミュニティに対する支援について、本プロジェクト期間中には、漁

場造成事業の継続実施を通じた共同管理意識の醸成と組織運営能力の強化を図ることを優

先する。このため、本プロジェクト期間中における、イワガキ漁民を対象とした貝類養殖

以外の収入多角化事業の導入は、プロジェクトとして実施可能かつ有効と考えられる場合、

そうした事業についての情報提供を行うこととする。 

 

（６）プロジェクト対象地域の学校における環境教育活動の促進 

水産開発局は、対象となる学校、及び、必要に応じて教育省やウスルタン県教育事務所

等と協議し、プロジェクトが作成した環境教材の継続的な活用を促進することとする。 

 

（７）普及体制の強化 

現場での普及活動のコーディネーターを担うローカルコンサルタントを日本側が経費負



 

 

担し傭上している。プロジェクト終了後の自立発展性を念頭に置き、速やかに、水産開発

局は、同役割を担う人材の確保及び必要な予算措置を講じることとする。 

 

（８）プロジェクト後半においては、プロジェクト目標から上位目標に向けての道筋を

明確にするため、水産開発局が漁民に対する組織化支援・技術普及を継続して行うため

の体制構築の基礎を整える必要がある。このため、水産開発局はプロジェクト終了時ま

でに、増養殖技術のレベルを考慮しつつ、プロジェクト終了後に向けて人員の配置計画

を含めた漁民普及計画（案）の策定を行うこととする。 

 

（９）水産開発局は、プロジェクト目標に記されている「生計向上モデル」についての

明確化を行う。 

 

（10）エルサルバドル側の現場でのプロジェクトリーダーの配置 

水産開発局は 2008 年の予算要求以降、トリウンフォ支局においてプロジェクト管理運

営を行うプロジェクトリーダーの配置を行うこと。 

 

（11）水産開発局の年間計画における位置づけ、及び、予算措置について 

 

（12）本プロジェクトを水産開発局の年間計画に明確に位置づけ、農牧省は、同計画実

施のために必要な人的及び資金的措置をとることとする。 

 

（13）水産開発局は、本プロジェクトのローカルコスト負担のための年間活動予算計画

を策定し、迅速な予算執行を行うこととする。 

 

（14）R/D で水産開発局が予算充当することを約束している作業員及び船長傭上費につい

て、早急に予算措置を講じることとする。 

 

（15）ピラジータ種苗生産施設の維持管理 

 

（16）本プロジェクトの終了後に漁民への貝類種苗の安定した供給を継続するためには、

マガキ及び赤貝種苗生産施設の維持管理に関し、人的及び予算面での効率的運用が重要と

なる。現時点では、以下の点が懸念されるため、ピラジータ種苗生産施設の移転・拡張等

の対応策の検討を開始する。 

• 赤貝については当初想定していた天然採苗による種苗供給が困難で、人工種苗による
供給のためには稚貝飼育施設が不足していること、及び、稚貝飼育のため当初の予定

を上回る餌料が必要であるが、施設の餌料培養能力の不足により、餌不足に陥ると予

測されること。 

• 停電や機器の故障等、緊急時の対応がトリウンフォ支局とピラジータ種苗生産施設の 2
ヶ所に対して必要なこと。 

• 同施設までの移動のためにカウンターパートの時間が浪費されると共に燃料代などの
経費を要し、限られた人的資源及び予算の中での運用が困難となること。 



 

 

 

（17）安定的な種苗生産のためには、種苗生産施設の維持管理に関し、停電や機器の故障

等の緊急時に対応する必要がある。このため、カウンターパートが施設の維持管理を行え

るよう対処マニュアルを作成する。 

 

（18）養殖事業への零細漁業基金等の活用 

 

（19）水産開発局は、プロジェクトの関係する零細漁民組合が、貝増養殖に関連する活動

の中、零細漁業基金 PESCAR にある様々な種類の支援にアクセスすることができるように、

アドバイスをして支援する。 

 

（20）プロジェクトは、零細漁業基金及びその他の漁民が活用しうる基金に関する情報提

供を行うこととする。 

 

（21）環境省の許可 

水産開発局は環境省に対して、マガキ養殖事業の普及を速やかに承認するよう、引き続

き働きかけを行うこと。 
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第１章 本報告書の構成 

 

本調査団は、「エルサルバドル貝類増養殖開発計画」プロジェクト（2005 年 1 月～2008 年 1 月）

の中間時点でこれまでの活動実績及び成果の達成状況を確認すると共に、事業実施上の問題点と

課題を明らかにしプロジェクト後半の活動に向けた提言を行うことを主たる目的として派遣され

た。中間評価はエルサルバドル国（以下、エ国）政府が選定した評価委員と本調査団員により合

同評価委員会を結成し共同で行われた。評価結果は、合同評価報告書としてスペイン語で取りま

とめられ、エ国農牧次官を議長とするプロジェクト合同調整委員会に提出された。 

本報告書では、第４章において合同評価報告書の和訳を記載することとし、同章で中間評価調

査の概要や評価結果をまとめて報告する。そのため、それ以外の章では、合同評価報告書に記載

されていない事柄や補足情報に限って記載することとする。具体的には、第２章ではミニッツ合

意事項について、第３章では主要な評価結果と今後の対応策についてのみ報告を行う。また、貝

類増養殖分野技術団員による技術的観点からの報告については、第５章で報告する。 

 

第２章 ミニッツ合意事項 

 

 合同評価報告書の提言内容を受け、以下のとおりミニッツを締結、交換した。 

（１）署名日 ：2006 年 7 月 2１日（金）  

（２）署名者 ：エルサルバドル側 農牧大臣  Mr. Mario Ernesto Salaverria 

        日本側       調査団総括 森高志 

（３）署名文書：ミニッツ（合同評価報告書を添付） 

 

（以下、ミニッツ記載事項の和訳） 

１．JICA とエルサルバドル政府によって結成された合同評価委員会は、合同調整委員会に対し

て添付の合同評価レポートを提出した。 

 

２．合同調整委員会は、合同評価委員会が提出した合同評価レポートを承認し、以下の提言の

実行に必要な措置を講じることを確認した。 

【提言】 

１）PDM の変更  

下記３）の変更に伴い、また、プロジェクト活動の実態を的確に表現する内容とするため、

一部、文言を変更した。変更後 PDM2 は添付資料 1-1（西語）、1-2（英語）のとおり。 

 

２）PO の変更 

下記４）に伴い、Plan of Operation（PO の変更）を変更する。変更後 PO2 は添付資料 2-1

（西語）、2-2（英語）のとおり。 

 

３）マガキ増養殖技術開発の目標レベルの見直し 

プロジェクトの進捗及び技術開発の困難性を考慮し、マガキ増養殖開発に係る指標を見直
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すこととする。 

 

４）赤貝天然採苗試験の中止 

赤貝の種苗生産に関しては、付着技術の確立が優先されるべき課題である。これまでの試

験結果では、付着技術が確立されておらず天然採苗による大量種苗確保ができていない。

このため、本プロジェクトにおける天然採苗試験は中止することとし、付着・中間育成・

生残率向上技術の確立に注力することとした。 

 

５）赤貝の人工種苗生産技術の確立 

赤貝の人工種苗生産においては、効率的で安定した種苗生産技術を確立する必要がある。

 

６）プロジェクト後半における貝類養殖以外の収入多角化事業の実施計画 

(1)赤貝漁民コミュニティに対する支援について、収入多角化事業を自立発展的なもの

とするため、住民の経済力、保有資源、能力及び活用しうる外部支援等を踏まえた事

業内容とすることが重要である。 

(2)イワガキ漁民コミュニティに対する支援について、本プロジェクト期間中には、漁場

造成事業の継続実施を通じた共同管理意識の醸成と組織運営能力の強化を図ることを優

先する。このため、本プロジェクト期間中における、イワガキ漁民を対象とした貝類養

殖以外の収入多角化事業の導入は、プロジェクトとして実施可能かつ有効と考えられる

場合、そうした事業についての情報提供を行うこととする。 

 

７）プロジェクト対象地域の学校における環境教育活動の促進 

水産開発局は、対象となる学校、及び、必要に応じて教育省やウスルタン県教育事務所等

と協議し、プロジェクトが作成した環境教材の継続的な活用を促進することとする。 

 

８）普及体制の強化 

(1)現場での普及活動のコーディネーターを担うローカルコンサルタントを日本側が経

費負担し傭上している。プロジェクト終了後の自立発展性を念頭に置き、速やかに、

水産開発局は、同役割を担う人材の確保及び必要な予算措置を講じることとする。  

(2)プロジェクト後半においては、プロジェクト目標から上位目標に向けての道筋を明

確にするため、水産開発局が漁民に対する組織化支援・技術普及を継続して行うため

の体制構築の基礎を整える必要がある。このため、水産開発局はプロジェクト終了時

までに、増養殖技術のレベルを考慮しつつ、プロジェクト終了後に向けて人員の配置

計画を含めた漁民普及計画（案）の策定を行うこととする。 

(3)水産開発局は、プロジェクト目標に記されている「生計向上モデル」についての明

確化を行う。 

 

９）エルサルバドル側の現場でのプロジェクトリーダーの配置 

水産開発局は 2008 年の予算要求以降、トリウンフォ支局においてプロジェクト管理運営
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を行うプロジェクトリーダーの配置を行うこと。 

 

10）水産開発局の年間計画における位置づけ、及び、予算措置について 

(1)本プロジェクトを水産開発局の年間計画に明確に位置づけ、農牧省は、同計画実施

のために必要な人的及び資金的措置をとることとする。 

(2)水産開発局は、本プロジェクトのローカルコスト負担のための年間活動予算計画を

策定し、迅速な予算執行を行うこととする。 

(3)R/D で水産開発局が予算充当することを約束している作業員及び船長傭上費につい

て、早急に予算措置を講じることとする。 

 

11）ピラジータ種苗生産施設の維持管理 

(1)本プロジェクトの終了後に漁民への貝類種苗の安定した供給を継続するためには、マ

ガキ及び赤貝種苗生産施設の維持管理に関し、人的及び予算面での効率的運用が重要と

なる。現時点では、以下の点が懸念されるため、ピラジータ種苗生産施設の移転・拡張

等の対応策の検討を開始する。 

 

• 赤貝については当初想定していた天然採苗による種苗供給が困難で人工種苗による供

給のためには稚貝飼育施設が不足していること、及び、稚貝飼育のため当初の予定を上

回る餌料が必要であるが、施設の餌料培養能力の不足により、餌不足に陥ると予測され

ること。 

 

• 停電や機器の故障等、緊急時の対応がトリウンフォ支局とピラジータ種苗生産施設の 2
ヶ所に対して必要なこと。 

 

• 同施設までの移動のためにカウンターパートの時間が浪費されると共に燃料代などの
経費を要し、限られた人的資源及び予算の中での運用が困難となること。 

 

(2)安定的な種苗生産のためには、種苗生産施設の維持管理に関し、停電や機器の故障等

の緊急時に対応する必要がある。このため、カウンターパートが施設の維持管理を行え

るよう対処マニュアルを作成する。 

 

12）養殖事業への零細漁業基金等の活用 

(1)水産開発局は、プロジェクトの関係する零細漁民組合が、貝増養殖に関連する活動の

中、零細漁業基金にある様々な種類の支援にアクセスすることができるように、アドバ

イスを行い支援する。 

(2)プロジェクトは、零細漁業基金及びその他の漁民が活用しうる基金に関する情報提供

を行うこととする。 

 

13）環境省の許可 
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水産開発局は環境省に対して、マガキ養殖事業の普及を速やかに承認するよう、引き続き

働きかけを行うこと。 

 

３．エルサルバドル政府側は日本側調査団に対し、以下の事項を要望した。 

（１）エルサルバドル政府側は日本側調査団に対し、フェーズ１の移動用供与機材の中で、老

朽化が見られる車輌、船、船外機について新たな機材を供与するよう要望した。これに対

し、日本側調査団は、対応は困難と応えた。ただし、本要望を本部に伝えると応えた。 

 

（２）エルサルバドル政府側は日本側調査団に対し、種苗生産施設の移転・拡大の詳細な検討

の開始に際して必要となる、二つの種苗生産施設の規模とオペレーションの検討、移設・

拡大経費の試算、適地選定作業等については、日本側が本プロジェクトの中で対応するこ

とを要望した。これに対し調査団は、移転・拡大の検討については、エルサルバドル側の

参画が不可欠であるとしつつ、本要望を本部に伝えると応えた。 

 

（３）エルサルバドル政府側は日本側調査団に対し、施設の移設・拡大が必要となる可能性が

あることから、フェーズ３の実施を要望した。これに対し日本側は、第３フェーズについ

て議論をするには時期尚早であると応えた。 

（別添資料として合同評価報告書を添付） 

 

第３章 主要な調査結果 

 

３－１．成果及びプロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトの活動進捗状況は、長期専門家の派遣の大幅な遅れや、種苗生産施設の整備の遅

れなど、複数の満たされない前提条件による影響を受けたことを勘案すれば、現時点での活動進

捗状況は妥当である。 

漁民のグループ化や漁民への普及の基盤づくりは進んでいる状況にある。一方で、本プロジェ

クトの中心となる貝類増養殖技術の分野については、着実に技術開発試験は前進しているものの、

種苗の大量生産による養殖殖事業への展開に至るまでには、いくつかの課題があり、現時点での

成果の達成見込みが明確ではない状況である。これらの課題が解決され、赤貝又はマガキの増養

殖技術が確立すれば、本プロジェクトが目標とする、貝採集から養殖への転換による漁民の生計

向上モデルの提案が達成できると見込まれる。 

各分野における活動実績の概要を以下に記す。（詳細は合同評価報告書添付資料の評価グリッド

を参照。） 

 

（１） ヒキリスコ湾沿岸地域での活動状況（対象：赤貝採集コミュニティ） 

 

赤貝増養殖技術開発の状況 

【活動実績】 
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＜増養殖の段階＞    

  

 

 

母貝産卵誘発⇒採卵⇒幼生飼育⇒眼点幼生⇒付着⇒稚貝飼育⇒沖出し（中間育成）⇒本養成(養殖モデル事業⇒出荷 

水産開発局(トリウンフォ支局)  （種苗生産施設内 ⇒ 海面）       漁民グループ 

 

※ 対象種（2種類）：クリル（小サイズ、安価、市場人気高）、カスコ・デ・ブーロ（大サイズ、高価、市場人

気低） 

 

・エルサルバドルで初めて産卵誘発による両種の産卵に成功（2005 年 11 月：両種、2006 年 2 月： 

カスコ・デ・ブーロ、5月：クリル 2回、カスコ・デ・ブーロ 1回）。カウンターパートも技術

を習得した。 

・付着試験を試みたが、大半の幼生が付着せず、種苗の 1 部しか沖出しできていない。付着・育

成方法の見極めと確立が課題。  

・2005 年６月に産卵したカスコ・デ・ブーロの種苗のうち、1 月に約 1,300 個、4 月に約 1,000

個を El Tular に配布した。養殖試験(成長、生残率試験)を継続中。 

・2005 年 11 月分のクリル（698 千個を採卵）、カスコ・デ・ブーロ（350 千個採卵）の中間育成

を 

実施中。 

 

【評価結果】 

・赤貝天然採苗試験は中止することを合意した。理由は、赤貝の種苗生産に関しては、付着技術

の確立が優先されるべき課題であるが、これまでの試験結果では、付着技術が確立されておら

ず天然採苗による大量種苗確保ができていない。このため、本プロジェクトにおける天然採苗

試験は中止することとし、人工種苗生産による付着・中間育成技術の確立に注力することが妥

当と判断されたためである。 

 

赤貝養殖モデル事業 

【活動実績】 

・ヒキリスコ湾沿岸部において、６つの赤貝採集コミュニティ(6 モデル養殖グループ）を選定  

した。プロジェクトではこれらグループの法人化を支援している。法人化により零細漁業基金

（エ国政府の漁民支援基金）への申請が可能になるなどのメリットが期待できる。 

・現在、人工種苗生産による種苗供給が不十分なため１グループ(El Tular）を除き、天然稚貝を

使った養殖（畜養）を実施中。4 グループがクリル養殖、１グループがカスコ・デ・ブーロ養

殖を実施中。5 グループとも販売を開始した。また、漁民グループは蓄養場を監視するための

小屋建設や交替での見張り作業を自ら行っており、漁民の主体性を引き出すプロセスが踏まれ

ていることが確認できた。 

・残る 1グループは主体性に乏しく、活動を開始していない。今後の活動状況を踏まえ、対象グ 

ループから外す可能性がある。 

C/P への技術移転、技術確立済

天然採苗 

 

一部種苗を養殖 

グループに配布 
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コミュニティ 

(グループ名) 

グループ

人数  

対象種              活動状況 

（カッコ内は、2006 年 4 月時点の養殖数） 

水産開発局の技術支援 

Puerto Ramirez 19 名 Curil 天然稚貝を使った養殖（畜養）を実施中。（23,593 個） 

El Jobal 20 名 Curil 天然稚貝を使った養殖（畜養）を実施中。 

（Semana Santa 時に全量出荷したため 0個) 

San Hilario 20 名 Curil 天然稚貝を使った養殖（畜養）を実施中。（32,000 個） 

Los 

Mancornados 

18 名 Curil 天然稚貝を使った養殖（畜養）を実施中。（14,200 個） 

組織化支援、畜養技

術の指導、流通支援。

El Tular 

 

 

10 名 Casco 

de 

burro 

2005 年 6 月に水産開発局が採苗したカスコ・デ・ブー

ロのうち 3,000個が生残。うち、1月に約 1,300 個、4月

に約 1,000 個を El Tular に配布し同グループが養殖

中。                （1,300 個を含め、10,500

個） 

組織化支援、養殖試

験事業モニタリング、

技術指導、流通支援。

 

 

収入多角化モデルプロジェクト 

 現在プロジェクトでは、赤貝養殖 4 グループを対象とし、収入多角化モデルプロジェクトの計

画・実施を支援している。各グループにおける活動実施状況は下表のとおり。 

・収入多角化モデル事業の基本方針として、自立発展性やモデルとしての普及可能性を念頭に置

き、小規模投資で実施可能かつ技術的・事業運営管理上の困難性が低い事業を試行することを

本評価調査において再確認した。 

実施グループ       進捗状況     今後の課題・気づきの点等 

Puerto Ramirez ・赤貝（Curil）の流通に 5 月末から

取り組んでいる。従来は仲買人が安

価に買い取る方式であったが、グル

ープ独自に首都の食堂に販売を行

うシステムを導入した。 

・肉牛飼育事業を要望。農牧省の植

物・動物衛生総局が事業計画案を作

成。 

・ 流通量が生産量を下回っており、流通先の開拓が課

題。また、仲買人との軋轢により仲買人が全く買い

取らなくなったため、独自の販売能力を高める必要

性にかられている。グループのまとまり、主体性が

高い。 

・調査の結果、事業の適正性を慎重に検討する必要が

あることが分かった。グループが牧草地確保や飼育

に必要な資金をグループが自ら回転運用する認識

に乏しく、リスクを理解していない。初期費用や家

畜診断費用を補助する公的制度がなく、モデル事業

としての普及可能性が不明である。 

Los Mancornados ・肉牛飼育事業を要望。 上記後段と同様。 

San Hilario ・農牧省の植物・動物衛生総局が技術

支援を行い、事業計画案を作成中。

内戦終結後に国内避難民が定住し EU の支援でエビ

養殖事業を実施してきており、コミュニティとして

の一体感や事業運営能力が備わっている。養鶏経験
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がある。大規模養鶏事業ではなく、グループでリス

クを負える範囲での粗放的な庭先養鶏を計画して

いる。今後、モデル事業化に向け取り組まれる予定。

El Tular ・ 2006 年 3 月にプロジェクトの資材

供与によりグループが浜茶屋を建

設した（資材費約 1,500 ドル）。 

・ カスコ・デ・ブーロの蓄養を行い、

観光客向けに浜茶屋で販売してい

る。これまでは収益がある。 

・事業実施過程をグループの能力、資源（資材・資金）、

規範（グループ内のルール）の視点から分析し、今

後の活動に関する提言を導き出す。 

 
 
（２） ラ・ウニオン沿岸域での活動状況（対象：イワガキ採集コミュニティ） 

 
イワガキ漁場造成技術開発の状況 

対象：ラ・ウニオン沿岸域零細漁民（イワガキ採集コミュニティ） 

 

【活動実績】 

＜増養殖の段階＞ 

 

 

漁場調査⇒適地選定⇒魚礁設計・設置⇒稚貝付着状況モニタリング⇒最適な漁礁の型を決定 ⇒漁場造成⇒採集⇒流通 

          水産開発局(ラ・ウニオン支局)  （海）                漁民グループ 

 

・21 地点のイワガキ天然漁場で資源調査を完了し、漁場図及び資源分布図を作成した。 

・天然漁場調査と人工礁実験により、試験漁場造成の場所を決定した。 

・人工礁試験の結果に基づき、最適な魚礁の型を決定した。（天然石を使用した安価なもの。投入

用筏も漁民が作成可能なものとした。） 

・ラ・ウニオン沿岸の 1 地点で試験的漁場造成事業（36 ㎡、魚礁 40 基）を住民の協力を得つつ

実施した。 

・これまでの経過で、イワガキ人工礁は、カキのみでなくイセエビ（48 尾確認）や魚類の集魚効

果があることが確認された。これによりイワガキ漁民の関心が高まっている。 

・今後、漁民グループの選定・組織化を行い、零細漁業基金や草の根無償等の申請を行い、漁民

主体での事業を開始する予定。） 

 

収入多角化事業 

・イワガキ漁民コミュニティ 1 箇所を対象として、貝類養殖以外の生産活動の可能性調査を実施

した。 

・イワガキ漁民コミュニティに対する支援について、本プロジェクト期間中には、漁場造成事業

の継続実施を通じた共同管理意識の醸成と組織運営能力の強化を図ることを優先することが適

当と考えられる。 

C/P への技術移転、技術確立済 採集まで3年間要。 
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（３）学校における環境教育 

・小学校教員用の環境教育教材や、エコロジーカレンダーを作成した。 

・赤貝養殖モデルコミュニティ内の学校 3校において、教員（計 6校から参加）を対象とした講

習会を実施した。 

・聞き取り調査の結果、2006年 5月に実施した教員向けワークショップの後、授業で環境教育を

実践した教師が多くいることが確認できた。また、プロジェクトで紹介した環境教育が国語、

数学等のあらゆる分野に取り込み可能である点が教師に評価されており、授業での実践を促進

したとの意見が聞かれた。 

 

（４）漁民に対する資源管理意識向上活動 

・啓発ツールとして赤貝に関する教本（案）、採貝サイズを記したチラシとサイズ測定用の定規を

作成した。 

・チリ人専門家による底棲生物資源管理漁業セミナーを 5 ヶ所で開催し、カキ採貝者を中心とし

た 140 名が参加した。同セミナーでは漁民のみならず、大学関係者等にもプロジェクトの取り

組みをアピールする機会となった。 

・今後、水産開発局カウンターパートが養殖モデル事業を通じ、漁民に対する資源管理意識向上

活動を実施していく予定である。 

 

３－２．マガキ増養殖技術に関する目標レベルの見直し 

マガキ増養殖技術に関し、中間育成及び養殖管理手法の確立には課題が多いことが確認された。

当初想定されたよりも熱帯水域におけるマガキの増養殖技術の確立が難しいと考えられること、

並びに、現時点でプロジェクト目標の達成に寄与する見通しがより高い赤貝の増養殖技術の確立

に注力することが妥当と考えられることから、マガキに関する PDM の指標変更を行った。 

 

PDM の主な変更箇所は以下のとおり。 

 

＜プロジェクト目標の指標＞ 

 

 

 

 

 

 ※変更理由 

 

プロジェクトの目標は、赤貝採集者を中心とするヒキリスコ湾沿岸域の零細漁民コミュニティ、

並びにイワガキ採集者を中心とするラ・ウニオン沿岸域の零細漁民コミュニティを対象とし、貝

の採集から養殖事業への転換又は多角化を通じて生計の安定化・向上を図ると共に、資源の持続

的な利用のために住民の意識向上を図ることが狙いである。外来種であるマガキの養殖は、赤貝

採集コミュニティの収入多角化のための一可能性として導入を試みたものであるが、マガキ養殖

技術の確立の見通しが必ずしも明確でない中で、マガキ養殖グループ数を指標とすることは適当

ではない。そのため、マガキやイワガキ等の貝を特定せず、対象モデルグループが貝類養殖事業

の継続ができるようにすることをプロジェクトの目標とするよう指標を変更することをエ国側と

 【変更前の指標１．】 

「モデルグループ（赤貝類養殖 5グループ、マガキ養殖 5グループ、イワガキ漁場造成 1グルー

プ）が水産開発局の技術指導を受けながら養殖活動を継続できるようになる。」 

⇒【変更後】 

「ヒキリスコ湾沿岸域零細漁民グループ（5グループ以上）とラ・ウニオン沿岸域零細漁民グル

ープ（1グループ）が水産開発局の技術指導を受けながら養殖事業を継続できるようになる。」
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合意した。 

 

＜成果１の指標＞ 

 

  

 

 

 

 

＜成果２の指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

３－３．ローカルコンサルタント活用に関するプロジェクト実施体制のあり方について 

水産開発局は、普及担当者が全国で 3名という脆弱な体制であるため、現場でのコーディネー

ター役と普及促進を兼ねるローカルコンサルタントを日本側が経費負担し傭上している。当初計

画では、民間を活用した普及方法・ノウハウを OJT で日本人専門家が C/P に指導する予定であっ

たが、実態としてカウンターパートとしての役割を担っており、現行の活動規模では同コンサル

タントなしでは、立ち行かない。また、水産開発局の技術カウンターパートが若手中心であるた

め、現場の取りまとめ役も果たす結果となっている。本調査において、同コンサルタントがプロ

ジェクト実施上で担う役割の重要性が改めて認識された。本調査団は、プロジェクト終了後の自

立発展性を念頭に置き、水産開発局は速やかに、同役割を担う人材の確保及び必要な予算措置を

講じるよう提言を行った。（水産開発局は 2008 年予算として同役割を担う人材を確保するための

予算請求を財務省に対して行うとの発言があった。） 

 

３－４．ピラジータ種苗生産施設の運営に係る自立発展性について 

調査時点において、本プロジェクトでは、ピラジータ種苗生産施設（トリウンフォ支局から船

で片道約 45 分）において赤貝の人工種苗生産を行っている。一方、マガキ人工種苗生産について

は、トリウンフォ支局の一部を種苗生産施設として利用している。 

本プロジェクトの終了後に漁民への貝類種苗の安定した供給を継続するためには、ピラジータ

種苗生産施設の維持管理に関し、人的及び予算面での効率的運用が重要となるが、本調査におい

て、以下の点が懸念されることが明らかになった。このため、自立発展性確保の観点から移転・

拡張等の対応策の検討を開始することをミニッツで確認した。 

 

• 赤貝については当初想定していた天然採苗による種苗供給が困難で人工種苗による供給

のためには稚貝飼育施設が不足していること、及び、稚貝飼育のため当初の予定を上回る

【変更前の指標 1-2.】 

「マガキの種苗サイズまでの生残率が 5%以上になり、且つ年間種苗生産量が 10 万個以上に

なる。」 

⇒【変更後】 

「マガキの種苗生産方法、生産可能規模が明らかになる。」 

【変更前の指標 2-1.】 

「マガキ養殖試験場の少なくとも１箇所で、中間育成から本養成までの生残率が 60％を超え

る。」 

⇒【変更後】 

「マガキの養殖方法と生産可能規模が明らかになる。」 
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餌料が必要であるが、施設の餌料培養能力の不足により、餌不足に陥ると予測されること。 

 

• 停電や機器の故障等、緊急時の対応がトリウンフォ支局とピラジータ種苗生産施設の 2ヶ

所に対して必要なこと。 

 

• 同施設までの移動のためにカウンターパートの時間が浪費されると共に燃料代などの経

費を要し、限られた人的資源及び予算の中での運用が困難となること。 

 

３－５．団長総括 

貝類増養殖の技術開発は、日本とエルサルバドルの環境の違いもあり、日本人専門家及び C/P

が協力して多くの困難に対処しながら進められているのが現状である。その中で特筆すべきこと

は、昨年末に赤貝の産卵誘発に成功したことであろう。日本人専門家の問題への対処能力の高さ

を改めて実感したところである。今後赤貝の生活史全般が明らかになれば、ヒキリスコ湾全体の

資源管理及び環境の保全に貢献するであろう。 

今回の中間評価では、プロジェクトの施設及び活動場所において調査を行ったが、専門家と C/P

間の緊密な連絡の確保に配慮が行われ、スタッフ全員がプロジェクトの目標達成に向けた努力を

行っていることが見受けられた。 

今後、水産開発局の予算確保及び人員の増員に不安は残るものの、中間評価の時点でプロジェ

クトの達成状況は、ある程度満足のいくものであった。日本側における技術開発の促進及び水産

開発局側の実施体制の強化について引き続き関係者が取り組むことが重要と考えられる。 
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第４章 合同評価報告書（和訳） 

 
※ 章立てはオリジナルの合同評価報告書に合わせたもの。 

 

 

 

 

 

エルサルバドル貝類増養殖開発計画 

中間評価 合同評価報告書 

（和訳） 

 

 

 

 

 

 

サンタ・テクラ 

2006 年 7 月 21 日 

エルサルバドル国-日本国合同評価委員会 
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１．中間評価の概要 

1-1.協力の概要 

(1)協力の背景 

エルサルバドル国（以下エ国）の東部地域は、国内でも、世帯収入や識字率が低く、基礎的社

会インフラも他地域に比べ未整備であり、社会経済開発が遅れている状況にある。その中でも、

沿岸部漁村では、内戦によって流入した国内避難民等が零細漁業である貝採集業に新たに参入し

たことから、二枚貝資源が急速に減少し、貝採集に従事する零細漁民の所得の減少や、女性や児

童の労働時間増大等の問題を引き起こしている。 

これを受け、エルサルバドル政府は、東部地域の沿岸部を対象とし、貝類増養殖技術の確立、

漁民の資源管理意識の啓発などを通じて、零細漁民の生計の安定と向上を図ることを目的とする

技術協力プロジェクトを日本に要請した。これを受け、日本政府はエルサルバドル国に対し、東

部地域の沿岸部零細漁民の生計向上を目的とし、貝類増養殖技術開発・普及、収入多角化支援、

資源管理意識の向上に係るプロジェクトを開始することとなった。 

 

(2)協力の枠組み 

上位目標：ヒキリスコ湾及びラ・ウニオン県の沿岸地域に、貝類増養殖を中心とする生計向上モ

デルが普及される。 

プロジェクト目標：適正な資源管理に基づいた貝類増養殖を中心とする生計向上モデルが提案さ

れる。 

成果：1.水産開発局トリウンフォ支局で、貝類種苗生産技術が確立される。 

2.試験海域で、漁民に普及しうる貝類養殖技術が確立される。 

3.海面及び沿岸域の資源の持続的利用及び漁場環境保全に関する、モデル地域住民の意識

が向上する。 

4.モデルプロジェクトにおいて、貝類増養殖を中心とした生計向上のための改善策が抽出

される。 

実施機関：農牧省水産開発局 

ターゲット・グループ：ヒキリスコ湾及びラ・ウニオン県の沿岸海域の零細漁民及び零細養殖者、 

トリウンフォ支局（CPT）、ラ・ウニオン支局（CLU） 

協力期間：2005 年 1 月～2008 年 1 月（3年間）  

 

1-2.中間評価の目的 

本中間評価は、プロジェクト期間が約半分終了した時点で行われた。中間評価の目的は、プロ

ジェクトがその効果発現に向けて順調に進捗しているか検証し、その貢献・阻害要因を分析する

と共に、プロジェクトの効率的・効果的な実施のための提言をすることにある。 

 

1-3.合同評価委員会の構成 

(1) エルサルバドル側評価委員 

Lic. Ana Martha Zetino       国立エルサルバドル大学 生物学専攻主任 

Lic. Yarina de Cruz           外務省アジア・アフリカ・オセアニア局 スタッフ 

Lic. Cecilia Aguillon        水産開発局養殖部 コーディネーター 

Lic. Louis Angelica de Mejia 農牧省農牧企画局 職員 

 

(2)日本側評価委員 
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森高志（総括）       JICA 農村開発部 調査役 

赤繁悟（貝類増養殖） 広島県立水産海洋技術センターかき研究部 部長（国内支援委員） 

大久保泰江（評価分析）JICA 農村開発部第二グループ畑作地帯第一チーム ジュニア専門員 

西直子（計画評価）   JICA 農村開発部第二グループ畑作地帯第一チーム 職員 

 

1-4.評価日程 

調査期間：2006 年 7 月 3日～7月 21 日 

 

1-5.調査手法 

1-5-1.調査手順 

既存のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）を元に評価グ

リッドを作成し、それに基づいて報告書等文献レビュー、専門家・カウンターパート（C/P）・そ

の他関係機関へのアンケート及びインタビュー調査、本プロジェクトのモデルグループの漁民へ

のインタビューを実施した。また、2006 年 7 月 11 日、12 日、19 日、20 日、21 日に行われた合

同評価委員会での議論を通じて、合同評価レポートが作成された。（1-5-1.成果、1-5-2.実施プロ

セス、1-5-3.評価 5項目は割愛） 

 

２．実績 

2-1.上位目標、プロジェクト目標、成果の達成度 

添付資料 4-1 を参照。 

 

2-2.投入実績 

専門家派遣 

長期及び短期専門家派遣の実績については添付資料 5-1 を参照。 

 

カウンターパート配置・受け入れ研修員 

添付資料 5-2 を参照。 

 

現地業務費 

日本側現地業務費の実績については添付資料 5-4、エルサルバドル側実績については添付資料 5-5

を参照。 

 

供与機材 

機材供与の実績については添付資料 5-3 を参照。 

 

３．評価結果 

3-1 .実施プロセス 
本件の実施プロセスは、以下の理由から概ね良好と判断される。 

 

(1)プロジェクト活動の進捗状況 
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中間評価実施時までの活動進捗状況は概ね良好である。漁民グループの共同意識の定着や漁民

への普及の基盤づくりは進んでいる状況にある。一方で、本プロジェクトの中心となる貝類増養

殖技術の分野については、着実に技術開発試験は前進しているものの、種苗の大量生産による養

殖事業への展開に至るまでには、いくつかの課題があり、現時点での成果の達成見込みが明確で

はない状況である。これらの課題が解決され、赤貝又はマガキの増養殖技術が確立すれば、本プ

ロジェクトが目標とする、貝採集から養殖への転換による漁民の生計向上が達成できると見込ま

れる。（各活動の実績と進捗状況は添付資料 4-1 を参照） 

 

(2)モニタリングの実施 

朝礼、月例会議、3 ヶ月毎の運営委員会及び技術委員会、6 ヶ月毎の合同調整委員会を実施し、

プロジェクトの活動進捗報告と次期活動予定を確認している。報告書については、月例報告書、

半年毎に作成される事業進捗報告書がある。月例報告書は JICA 現地事務所及び本部に提出され、

事業進捗報告書については C/P と共に作成の上、水産総局長、コーディネーター、カウンターパ

ートに配布している。本部に提出された報告書については、担当者が部内及び国内支援委員に回

覧し、可能な限り迅速に助言をフィードバックすることで、適切な軌道修正の機会を確保するよ

う努めている。また、JICA 現地事務所担当者は、可能な限りプロジェクト月例会議に参加するよ

う努めており、2006 年 4 月からは 2、3 ヶ月毎に定期会合を行っていることからも、充分にコミ

ュニケーションが図られていると言える。  

 

(3)プロジェクトの運営プロセス 

プロジェクト内の意思決定は内容・テーマの軽重により、主に 1）運営委員会及び合同調整委

員会、2）リーダー・局長・エルサル側コーディネーター・業務調整員間の打合せ、3）リーダー

及びエルサル側コーディネーター間打合せ、4）リーダー及び業務調整員間打合せ、5）リーダー

及び C/P 間打合せのいずれかの方法により行われていることから、適切なプロセスを踏んだ意思

決定がなされていると言える。一方で、プロジェクト内部における会議開催前の内部コンセンサ

スの徹底、会議の運営方法の改善（主に時間短縮）、現場での活動総括担当である主任技術 C/P の

役割の明確化と強化などを希望・提案する声も聞かれた。中央集権的な管理運営プロセスが現場

での意思決定権を制限しているため、プロジェクトの円滑な実施に支障を来たした。 

 

(4)専門家とカウンターパートとの関係性 

専門家、C/P へのインタビューによると、ほとんどの C/P は参加意欲が高く、常に日本人専門

家と活動しており、両者の間には協調的な関係が築かれているとのことであった。また、スペイ

ン語を話せない短期専門家には通訳を配置していることから、特にコミュニケーション上の問題

は発生していない。他にも、各部門や個人の活動報告書を作成する、ホワイトボードに各部門の

予定を書き込むなどしてメンバー間の活動内容の把握や、密なコミュニケーションをとる努力を

している。 

 

(5)前提条件、外部条件の影響 

成果レベルの外部条件（自然環境が大きく悪化しない）に関して、2005 年 12 月に赤潮による

貝毒が発生し、採貝者の生計に打撃を与えた。本プロジェクトはマガキ養殖に関して環境省によ
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る許可の発行を前提条件とし、プロジェクトが開始されている。しかしながら、同許可証が実際

に発行されたのはプロジェクト開始後 1 年 2 ヶ月が経過してからであり、発行手続きの遅れはマ

ガキ養殖活動全体の遅れに繋がっている。また、エルサルバドル国は管理運営プロセスが中央集

権的であることから、現場での意思決定権が制限され、プロジェクトの円滑な実施に支障を来た

す場面が複数確認された。モデル地域学校における環境教育活動では、活動の実施ごとに教育省

本省による許可を要し、多大な時間を要することや、1 人の教師に対する年間の講習会受講可能

回数が限定されていること等が確認され、本活動の実施に遅れが生じている。 

 

(6)PDM、詳細活動の軌道修正 

これまでの試験結果では、赤貝の付着技術が確立されておらず天然採苗による大量種苗確保が

実現されていない。このため、本プロジェクトにおける天然採苗試験は中断し、付着・中間育成

技術の確立に注力することとしている。天然採苗試験活動の正式な中止判断については、中間評

価時に行うことと整理された。 

 

3-2.妥当性 

本件のプロジェクトデザインはエ国の状況に対しては必ずしも適切ではないと思われるが、以

下の理由から政策面での妥当性は高いと言える。 

 

(1)エルサルバドル国家政策との整合性 

本プロジェクトはエルサルバドル漁村部の最貧困層に属する小規模漁民を対象に、彼らが実際

に活用できる技術を普及するものであり、貧困層の多い地方の開発を重視する現政権の政策との

整合性は高い。現政権下における農牧省（MAG）の戦略目標は、農村経済の成長と貧困削減である。

最貧困地域である東部沿岸の零細漁民を協力対象とした本プロジェクトは、同目標と合致する。

水産分野については、「採算性と持続性のある農牧・森林・水産部門の社会的生産活動の実施」及

び「水産資源管理による漁業・水産養殖の持続的発展のための制度整備」が戦略目標として掲げ

られている。本プロジェクトは、簡易かつ採算性のある貝養殖技術の開発と資源管理意識の醸成

を行い、本戦略目標の達成に寄与する協力として位置づけられる。2001 年から 2003 年の間に実

施したプロジェクト方式技術協力「沿岸湖沼域養殖開発計画」では、水産開発局の活動経費の約

80％が投入された実績があり、本協力課題のエ国における政策的重要度は高い。 

2000 年 11 月にエ国政府が策定した地域別国家計画では、東部地域を優先開発地域に指定して

いる。新サカ政権下においては、同計画に基づく具体的な施策を推進するため、東部地域経済開

発マスタープラン（MP6）を策定しており、本プロジェクトを、道路整備事業、農業開発、環境・

観光開発などと並び重要な案件として位置づけようとしている。 

 

(2)日本の対エルサルバドル援助政策 

わが国は、2004 年にエ国と経済協力政策協議を実施し、社会開発を含む 4分野を援助重点分野

とすることに合意した。本プロジェクトは、援助重点分野「経済の活性化と雇用拡大」の協力と

して位置づけられるものである。JICA のエ国国別事業実施計画において、地方振興を開発課題と

しており、本プロジェクトは「東部地域開発プログラム」に位置づけられる。 
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(3)プロジェクト活動対象地域住民のニーズとの整合性 

エルサルバドル国東部地域は国内でも貧困度合いが高く、地域人口の約 1割を占める零細漁民

は最貧困層に位置づけられている。本プロジェクトは貝類資源の増大により、これら零細漁民及

び養殖者の収入の安定化を図ることを目的としている。更に、貝以外の生産活動を取り入れるこ

とで、収入の安定化に向けた包括的なアプローチを採用していることを考慮すると、貧困漁民の

貝類資源への過度の依存を緩和し、中・長期的に貧困状態からの脱却を促す方策となっており、

住民のニーズに合致した協力であると言える。また、児童による赤貝採集は長時間の危険な労働

として、国内外で社会問題として認識されていることからも、社会的弱者に配慮した協力として

位置づけられる。 

 

(4)プロジェクトデザインの妥当性 

 水産開発局が主体となる増養殖技術の確立、住民の資源管理意識の向上、並びに、住民による

貝類養殖事業や収入多角化事業の実践により、生計向上モデルを構築するというデザインは妥当

であるが、技術確立と普及事業を同時並行で行う結果となっており、挑戦的な計画となっている。

また、貝類養殖技術の移転に関しては、わが国の技術・経験を活動できるという認識を基にプロ

ジェクトがデザインされたが、熱帯水域であるエルサルバドル国におけるこれら技術の適用は、

必ずしも容易ではないことがプロジェクト開始後に確認されている。 

 

3-3.有効性 

実施プロセスの項で述べたとおり、中間評価実施時までの活動進捗状況は概ね良好である。漁

民のモデルグループ化や漁民への普及の基盤づくりは進んでいる状況にある。一方で、本プロジ

ェクトの中心となる貝類増養殖技術の分野については、着実に技術開発試験は前進しているもの

の、種苗の大量生産による養殖事業への展開に至るまでには、いくつかの課題があり、現時点で

の成果の達成見込みが明確ではない状況である。これらの課題が解決され、赤貝又はマガキの増

養殖技術が確立すれば、本プロジェクトが目標とする、貝採集から養殖への転換による漁民の生

計向上が達成できると見込まれる。 

 

各成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

成果 1 及び成果 2 で表される赤貝、マガキ、イワガキの増養殖技術の確立に係る成果は、活動

の進捗が見られるものの、技術開発上の課題は多い。 

赤貝の人工種苗生産技術及び養殖技術の確立については、課題と対応策が整理されており、ま

た、既に漁民グループによる養殖事業の実施と販売までを行っている。課題である付着技術の確

立ができれば、成果が達成される見込みはあると考えられる。 

マガキ増養殖の人工種苗生産技術及び養殖技術の確立については、長期専門家の派遣の大幅な

遅れや、環境省によるマガキ導入許可証発行の遅れなど複数の満たされない前提条件による影響

を受けたことを勘案すれば、現時点での活動進捗状況は妥当である。しかし、中間育成及び養殖

管理手法の確立には課題が多い。当初想定されたよりも熱帯水域におけるマガキの増養殖技術の

確立が難しいと考えられること、並びに、現時点でプロジェクト目標の達成に寄与する見通しが

より高い赤貝の増養殖技術の確立に注力することが妥当と考えられることから、マガキに関する
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指標の変更が必要と考えられる。 

イワガキ漁場造成に関しては、成果達成状況は良好である。一方、これまでには 1 箇所の試験

のみ実施しており、今後、漁民主体による漁場造成事業を行うことが課題となる。 

 

成果 3 の資源の持続的利用に関する住民の意識向上に関し、学校での環境教育については、教

材が作成され、また、これまでに複数の学校で教材を活用した授業が行われている。また、既に

生徒の環境に対する関心や意識に向上の兆しが現れている。漁民を対象にした資源管理意識の向

上については、住民の意識向上について理解度の測定を行っていく必要があるが、住民インタビ

ューでは一部住民の意識変化が確認されており、成果達成の見通しは高いと判断される。 

 

成果 4 の生計向上の改善策検討に係る指標は現時点では達成されていないが、既に 8 グループ

の漁民組織が形成されたことや、うち 5 グループが C/P からの指導の下に養殖を実施し、利益を

得ていること、また、収入多角化事業においての生計向上活動が一部開始されていることからも、

プロジェクト終了時の成果 4 の達成見込みは高いと考えられる。一方、貝類養殖以外の収入多角

化事業については、今後、本格的に実施される段階であり、自立発展的な事業モデルとなるかに

ついては、現時点では判断できない。また、成果 4 達成のためには、今後、生計向上モデルとし

て改善策を抽出していくプロセスや方法についてのビジョンの構築と共有が図られる必要がある。 

 

3-4.効率性 

本件の効率性は、以下の理由から妥当と判断される。 

 

(1)専門家 

専門家、C/P へのアンケートとインタビューによると、専門家の数、意欲については適切であ

り、ほとんどの専門家の専門性については高いと評価された。貝類増養殖長期専門家については

派遣が 1 年強遅れたが、数次にわたる短期専門家の派遣で補っている。タイミングについては、

プロジェクト期間が 3年間と短く、早期に技術確立を果たす必要があったことから、1～2年度に

集中的に短期専門家派遣が行われた。その結果、同時期に複数の専門家を受入れざるを得ず、結

果的に短期専門家が充分に活動できなかったり、C/P に過重労働を課すことにもなった。 

 

(2)供与資機材 

専門家と C/P へのインタビューによると、現在までのところ投入された資機材の量、質、種類

は適切であった。一方で、エルサルバドル国では、ほとんどの養殖用資機材の国内調達が不可能

である。コストや自立発展性の観点から、第 3 国調達の可能性を探っている間に適切な調達時期

を逃してしまうことが散見された。中間評価実施時、フェーズ 2 で供与された機材の維持管理、

活用状況は良好である（供与機材の維持管理、活用状況については添付資料 5-3 を参照）。 

 

(3)ローカルコスト 

 ローカルコスト投入のタイミングは適切と判断されるが、金額については他プロジェクトと比

較すると多額であり、特に人件費が多くなっている。また、プロジェクト 1 年目のみ日本側負担

とされている作業員の人件費や、基本的にエ国側負担となる消耗品等の経費を日本側が負担して
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いる。 

 

(4)カウンターパートの配置 

中間評価実施時までに計 13 名の C/P が配置された。（C/P 配置の実績については添付資料 5-2

を参照）プロジェクト開始後、現在に至るまでカウンターパート 2 名が退職し、プロジェクト開

始時から継続して配置されている C/P は 1 名のみとなった。適切なタイミングで新たに 2 名のカ

ウンターパートが配置されたため、C/P 数は維持されているものの、C/P の交代による活動の効率

性への影響は確認される。また、活動が広範囲に及ぶために C/P の労働負担が多いとの声も聞か

れ、今後モデルコミュニティでの活動が本格化するにつれ、人数が更に不足することが予想され

る。 

 

(5)施設・設備 

CPT ラボ、執務室等の維持管理費は、エ国側により滞りなく支払われている。トリウンフォ支

局の種苗生産施設はプロジェクトの発展に応じて転用されたものであり、種苗生産施設として不

適当である。また、老朽化も確認されている。                            

 

(6)効率性を阻害した要因 

本プロジェクト開始時に、第一フェーズ時から使用されているピラジータ種苗生産施設の改修

を行っているが、改修の設計上の不具合があったことから、実際に全施設が使用可能になったの

は 2005 年 10 月からであり、技術面を中心とする活動全般の効率性の阻害要因となった。 

 

3-5.インパクト 

本案件の実施によるインパクトは以下のとおりである。 

 

(1)上位目標の達成予測 

本案件のインパクトについて、現時点では、 赤貝、マガキの人工種苗の量産技術が確立されて

おらず、自立発展性の確保は今後の取り組みにかかっている。そのため、現時点では、広範囲で

の漁民への普及という上位目標達成の見通しが立たない。現時点では、水産開発局が主体となり

モデルの普及を行う体制が整えられていない。一方で、漁民間ネットワークは形成から実際に機

能するまでに長い時間を要する。従って、上位目標達成のためには、プロジェクト終了後 3～5年

以内にモデル利用者を倍増させ、行政が普及計画を策定し、漁民への支援を行う必要がある。   

 

(2)政策面のインパクト  

漁民グループの収入多角化事業としてモデルコミュニティEl Tularが行っている浜茶屋経営に

対し、農牧大臣、次官が高い関心を寄せ、大統領視察計画が持ち上がっており、零細漁民支援に

おける政治的イニシアティブに繋がる可能性もある。  

 

(3)技術面のインパクト 

赤貝（クリル、カスコ・デ・ブーロ）の産卵誘発と人工種苗生産の成功は、エルサルバドル初

の快挙であり、CCCNPESCA、大学関係者の高い評価を得ており、学会誌への投稿が予定されている。
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イワガキ漁場造成事業では、イワガキの付着のみならず、ロブスターや魚の集魚効果が認められ

た。イワガキ採集者グループから漁場造成の要請が出てきている。また大学でのセミナーの開催

が要請されるなど大学関係者の関心を集めている。  

(4)社会・経済面のインパクト 

国家機関の支援に対する漁民達の信頼は一般的に低く、実際に本プロジェクトの活動において

も多少の困難が見受けられている。しかしながら、プロジェクト活動が進捗し、活動の情報が住

民側に広く周知されるにつれて、住民との関係が改善したことが C/P から報告されている。また、

利益の享受を目指して住民が協同組合化する動きがあり、意欲の高まりが見られる一方で、一部

に貝の成長の遅さからモチベーションの低下が見られるグループも確認されている。他にも、児

童の労働時間の減少、貝類採集者の労働軽減による健康状態の改善が、プラスのインパクトとし

て確認された。また、裨益人口規模の観点から見ると、東部沿岸地域の零細漁民人口は同地域人

口の約 1 割であることから、今後の地域におけるインパクトは大きいと想定される。また、東部

のみならず、他の沿岸地域へのモデル普及がなされれば、都市部と農漁村部の貧富格差の縮小に

貢献することが見込まれる。 

 

3-6.自立発展性 

本件は、以下の理由から自立発展性は低いと判断される。 

 

(1)組織面の自立発展性  

技術 C/P の配置は適切に行われており、C/P の意欲と使命感も強い。増養殖試験事業を継続的

に行うためには、水産開発局が作業員の傭上を継続することが必要である。漁民への生計向上モ

デルの普及の自立発展性を確保するためには、まず「生計向上モデル」を構築し、担当部局を決

定する必要がある。その上で、担当部局は普及計画を策定し、NGO 等との連携も含めた普及活動

や零細漁業振興基金の活用を図ると同時に、コミュニティレベルでは漁民間の普及ネットワーク

を形成し、モデルの普及体制を強化していく必要がある。また、他関係機関との連携は、収入多

角化事業の実施や学校での環境教育の推進に不可欠である。これまで協力関係の構築に取り組ま

れているが、自立発展性確保のためには、各機関の役割と関係性を明確にした上で、具体的な活

動に共に取り組むことが求められる。支局の事務支援や施設管理は本部が担っており、現場での

意思決定権が制限されているため、迅速な資機材調達や活動実施に支障を来たしている。水産開

発局内でのマネジメントの改善が望まれる。 

 

(2)政策面の自立発展性  

現政権の国家計画（2004 年－2009 年）の下、エ国農牧省の方針として、前政権下から一貫して

農漁村部の貧困削減が挙げられており、零細漁民支援政策の一環として零細漁業基金の運用が継

続されている。また、東部地域開発の中でも、農牧水産部門の活性化が重要視されている。この

ため、農牧省としての政策面の持続性は見込まれることからも、政策面での自立発展性は高いと

言える。 

一方で、今後の環境省の政策は、政策面の自立発展性に重大な影響を与え得る点には注意が必

要である。同省が 2005 年 4 月に施行した海面利用法は、小規模な養殖事業の普及展開を否とする

ものではないが、養殖普及への理解が必要である。また、外来種であるマガキ導入に関し、当面
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の試験事業に限った許可しか発行しておらず、環境影響評価に基づき、養殖普及可否に係る方針

を確認する必要がある。 

教育省による教科書承認等の協力が確保されれば、より自立発展性は高まるが、対象となる学

校では環境教育への関心が高まっている状況にあり、学校と水産開発局の協力関係が維持・強化

されれば、一定の自立発展性は確保されると見込まれる。 

 

(3)技術面の自立発展性  

C/P はこれまでに確立した増養殖技術については、自力で実施できるレベルに達している。一

方、種苗生産施設の維持管理技術については、今後、確かなものにしていくことが必要である。

貝類養殖技術の自立発展性を確保するためには、漁民に普及可能な簡便かつコストの低い技術と

する必要がある。今後プロジェクトで採算性の検証を行う必要があるため、現時点での自立発展

性の判断は難しい。 

 

(4)財政面の自立発展性 

水産開発局の本プロジェクトの予算財源は、国家通常予算及び特別活動資金である。特に特別

活動資金については、不十分かつ不安定であるため、資金不足が懸念されている。このため、活

動継続に必要な作業員や施設維持管理要員の傭上費や燃料費等の経常経費の確保が十分になされ

ていない。また、資機材購入やメンテナンスに係る予算充当も不足している。このことから、現

時点で財政面の自立発展性には問題があると思われる。このため、種苗の量産技術が確立されれ

ば、種苗販売利益により、活動経費を一部補填できる方策を講じておくなど、活動継続に係る予

算確保の努力が求められる。漁民による養殖事業や収入多角化事業の実施には、零細漁業基金や

援助団体資金等へのアクセスを確保する仕組みが必要である。今後、養殖モデル事業の実施を通

じ、それら基金への申請経験を積むことが、自立発展性確保のためには重要となる。 

 

４．結論 

 

中間評価実施時に至るまで、専門家派遣の遅れやマガキ導入許可証発行の遅延など、プロジェ

クト活動の進捗を阻害する要因はあったものの、総じてプロジェクトの進捗状況は良好であると

言える。しかしながら、プロジェクト目標、上位目標の達成には課題が残されており、特に自立

発展性を考慮した明確かつ効率的な出口戦略が必要である。 

 

５．提言 

5-1. PDM の変更  

下記 5-3 の変更に伴い、また、プロジェクト活動の実態を的確に表現する内容とするため、一

部、文言を変更した。変更後 PDM2 は添付資料 1-1（西語）、1-2（英語）のとおり。 

 

5-2. PO の変更 

下記 5-4 に伴い、Plan of Operation（PO の変更）を変更する。変更後 PO2 は添付資料 2-1（西

語）、2-2（英語）のとおり。 
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5-3. マガキ増養殖技術開発の目標レベルの見直し 

プロジェクトの進捗及び技術開発の困難性を考慮し、マガキ増養殖開発に係る指標を見直すこ

ととする。 

 

5-4. 赤貝天然採苗試験の中止 

赤貝の種苗生産に関しては、付着技術の確立が優先されるべき課題である。これまでの試験結

果では、付着技術が確立されておらず天然採苗による大量種苗確保ができていない。このため、

本プロジェクトにおける天然採苗試験は中止することとし、付着・中間育成・生残率向上技術の

確立に注力することとした。 

 

5-5. 赤貝の人工種苗生産技術の確立 

赤貝の人工種苗生産においては、効率的で安定した種苗生産技術を確立する必要がある。 

 

5-6. プロジェクト後半における貝類養殖以外の収入多角化事業の実施計画 

(1)赤貝漁民コミュニティに対する支援について、収入多角化事業を自立発展的なものとするた

め、住民の経済力、保有資源、能力及び活用しうる外部支援等を踏まえた事業内容とすること

が重要である。 

 

(2)イワガキ漁民コミュニティに対する支援について、本プロジェクト期間中には、漁場造成事業

の継続実施を通じた共同管理意識の醸成と組織運営能力の強化を図ることを優先する。このため、

本プロジェクト期間中における、イワガキ漁民を対象とした貝類養殖以外の収入多角化事業の導

入は、プロジェクトとして実施可能かつ有効と考えられる場合、そうした事業についての情報提

供を行うこととする。 

 

5-7. プロジェクト対象地域の学校における環境教育活動の促進 

水産開発局は、対象となる学校、及び、必要に応じて教育省やウスルタン県教育事務所等と協

議し、プロジェクトが作成した環境教材の継続的な活用を促進することとする。 

 

5-8. 普及体制の強化 

(1)現場での普及活動のコーディネーターを担うローカルコンサルタントを日本側が経費負担

し傭上している。プロジェクト終了後の自立発展性を念頭に置き、速やかに、水産開発局は、

同役割を担う人材の確保及び必要な予算措置を講じることとする。  

 

(2)プロジェクト後半においては、プロジェクト目標から上位目標に向けての道筋を明確にする

ため、水産開発局が漁民に対する組織化支援・技術普及を継続して行うための体制構築の基礎

を整える必要がある。このため、水産開発局はプロジェクト終了時までに、増養殖技術のレベ

ルを考慮しつつ、プロジェクト終了後に向けて人員の配置計画を含めた漁民普及計画（案）の

策定を行うこととする。 

 

(3)水産開発局は、プロジェクト目標に記されている「生計向上モデル」についての明確化を行
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う。 

5-9.エルサルバドル側の現場でのプロジェクトリーダーの配置 

水産開発局は 2008 年の予算要求以降、トリウンフォ支局においてプロジェクト管理運営を行

うプロジェクトリーダーの配置を行うこと。 

 

5-10.水産開発局の年間計画における位置づけ、及び予算措置について 

(1)本プロジェクトを水産開発局の年間計画に明確に位置づけ、農牧省は、同計画実施のために

必要な人的及び資金的措置をとることとする。 

(2)水産開発局は、本プロジェクトのローカルコスト負担のための年間活動予算計画を策定し、

迅速な予算執行を行うこととする。 

 

(3)R/D で水産開発局が予算充当することを約束している作業員及び船長傭上費について、早急

に予算措置を講じることとする。 

 

5-11.ピラジータ種苗生産施設の維持管理 

(1)本プロジェクトの終了後に漁民への貝類種苗の安定した供給を継続するためには、マガキ及び

赤貝種苗生産施設の維持管理に関し、人的及び予算面での効率的運用が重要となる。現時点では、

以下の点が懸念されるため、ピラジータ種苗生産施設の移転・拡張等の対応策の検討を開始する。 

 

• 赤貝については当初想定していた天然採苗による種苗供給が困難で人工種苗による供給のた

めには稚貝飼育施設が不足していること、及び稚貝飼育のため当初の予定を上回る餌料が必

要であるが、施設の餌料培養能力の不足により、餌不足に陥ると予測されること。 

 

• 停電や機器の故障等、緊急時の対応がトリウンフォ支局とピラジータ種苗生産施設の 2 ヶ所

に対して必要なこと。 

 

• 同施設までの移動のためにカウンターパートの時間が浪費されると共に燃料代などの経費を

要し、限られた人的資源及び予算の中での運用が困難となること。 

 

(2)安定的な種苗生産のためには、種苗生産施設の維持管理に関し、停電や機器の故障等の緊急時

に対応する必要がある。このため、カウンターパートが施設の維持管理を行えるよう対処マニュ

アルを作成する。 

 

5-12.養殖事業への零細漁業基金等の活用 

(1)水産開発局は、プロジェクトの関係する零細漁民組合が、貝増養殖に関連する活動の中、零細

漁業基金 PESCAR にある様々な種類の支援にアクセスすることができるように、アドバイスをし、

支援する。 

 

(2)プロジェクトは、零細漁業基金及びその他の漁民が活用しうる基金に関する情報提供を行うこ

ととする。 
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5-13.環境省の許可 

水産開発局は環境省に対して、マガキ養殖事業の普及を速やかに承認するよう、引き続き働き

かけを行うこと。 
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合同評価報告書別添資料 

 

 

添付資料 

 

 

1.  PDM2（変更版）    

2. PO(変更版) 

3. 評価グリッド 

 3-1．実績グリッド 

 3-2. 実施プロセスグリッド 

 3-3．評価 5項目グリッド 

4.  活動成果 

4-1. 活動実績成果表 

 4-2. プロジェクト期間中に作成された成果品 

5.  投入実績表 

5-1. 専門家派遣 

5-2. C/P の配置及び研修員受入実績 

5-3. 供与機材 

5-4. 日本側ローカルコスト負担 

5-5. エルサルバドル側ローカルコスト負担 
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